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２００６年（平成１８年）３月１６日

国土交通省　御中

大阪弁護士会

　会長　益 田 哲 生      

住宅の安全性を確保するシステムを構築するための提言

　御庁の構造計算書偽装問題に関する緊急調査委員会が平成１７年１２月２８日に設置し

た「構造計算書偽装問題に関する情報提供受付窓口」に対して、以下のとおり、当会の意

見を述べる。

第１　提言の趣旨

　１　建築確認検査制度を抜本的に見直して、中間検査と完了検査の徹底を図るとともに、

指定確認検査機関の資質を向上させ、特定行政庁による監督権限を強化する。

　２　建築士制度を抜本的に見直して、設計・監理と施工を完全に分離させ、職能モラル

の維持向上を図る。

　３　建築関連業者の責任保険と住宅取得者の物保険を義務化する。

　４　安全な住宅に居住する権利が基本的人権であることを宣言し、関係者の責務や安全

な住宅の確保のための基本的施策を定める「住宅安全基本法」（仮称）を制定する。

　５　既存不適格建築物に対する耐震改修促進等の施策を充実させる。

第２　提言の理由

１　はじめに

（１）基本理念

　　　国家において、国民の生命・身体が不可侵であることは、憲法１３条の保障すると

ころであり、国家には、その侵害を防止し、これを保護する高度の義務がある（国家

の保護義務）。

　　　そして、建築基準法は、「国民の生命、健康及び財産」を保護するための「最低の

基準」として（同法１条）、住宅の安全に関する国家の保護義務を明示したものである。

　　　弁護士会では、かかる憲法や建築基準法の理念に照らして、基本的人権としての「安

全な住宅に居住する権利」の実質的保障という観点からの提言を行ってきた。

（２）近弁連神戸宣言

　　　まず、近畿弁護士会連合会は、平成１７年５月２５日、「住宅の安全性を確保する

システムの構築を求める神戸宣言」として、阪神・淡路大震災の教訓を活かすべく、

住宅の安全性を確保する権利が消費者にとって重要な人権であることを再確認すると
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ともに、既存不適格住宅の耐震改修の徹底を図り、かつ、欠陥住宅被害の発生を防止

するための諸施策を提言するなど関係諸機関に対して積極的な働きかけを行い、もっ

て、我が国の住宅の安全性を確保するシステムの構築を求めていくことを宣言した。

（３）日弁連人権擁護大会決議

      また、日本弁護士連合会（以下、日弁連という）は、同年１１月１１日、第４８回

人権擁護大会において、「安全な住宅に居住する権利を確保するための法整備・施策を

求める決議」として、既存不適格住宅を含むすべての欠陥住宅をなくして、安全な住

宅に居住する権利を確保するため、以下のような法整備・施策の実現を求めた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　1.　安全な住宅に居住する権利が基本的人権であることを宣言し、関係者の責務や

安全な住宅の確保のための基本的施策を定める「住宅安全基本法」（仮称）を制定

すること。

　　　2.　建築士の監理機能の回復のために、建築基準法、建築士法の改正を含め、建築

士について、その資質向上を図り、かつ、施工者からの独立性を担保するための

具体的措置を講ずること。

　　　3.　建築確認、中間検査、完了検査制度の徹底及びその適正性確保のため、一層の

制度改善を図ること。

　　　4.　建築物の耐震改修の促進に関する法律を改正し、住宅を含め耐震基準を満たさ

ない建物について、耐震改修促進のための施策を充実させること。

（４）構造計算書偽装問題と国交省の対応

      ところが、この日弁連決議が採択されて間もない１１月１７日、いわゆる構造計算

書偽装問題が発覚し、当該物件のみならず我が国の建築生産システムそのものに対す

る信頼を根底から大きく揺るがす大問題となった。

　　　これに対して、国交省は、「構造計算書偽装問題に関する緊急調査委員会」（以下、

緊急調査委員会という）および「社会資本整備審議会建築分科会基本制度部会」（以下、

基本制度部会という）を立ち上げた。

　　　緊急調査委員会は、平成１７年１２月２８日、「構造計算書偽装問題に関する情報

提供受付窓口」を設置して平成１８年３月中旬までの意見・情報募集を実施するとと

もに、同年２月上旬には中間報告を発表した（以下、緊急調査委中間報告という）。

　　　基本制度部会は、平成１８年１月３０日、中間報告案を発表し（以下、基本制度部

会中間報告（案）という）、２月１５日〆切のパブリックコメントを募集した後、２月

２４日付で「建築物の安全性確保のための建築行政のあり方について　中間報告」（以

下、基本制度部会中間報告という）を発表した。

（５）日弁連の提言

これに対して、日弁連では、本年２月１５日、基本制度部会中間報告（案）に対す
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る意見書を提出した上で、２月１６日には、「安全な住宅を確保するための提言－構造

計算偽装問題を契機として－」を発表した。その内容はいずれも、住宅検査官（仮称）

制度や登録監理建築士制度（仮称）の創設、強制加入保険制度の導入、罰則の強化等

を骨子とするものである。

（６）本提言の趣旨

当会は、このような経緯をふまえて、「安全な住宅に居住する権利」の実質的保障の

見地から、建築生産システムを抜本的見直すものとして、「住宅の安全性を確保するシ

ステムを構築するための提言」を行うものである。

２　建築確認検査制度の見直し

（１）建築確認検査制の趣旨

　　　建築確認検査制度とは、「建築物の安全性を確保するための根幹的な制度」である。

但し、同制度が最低基準たる建築基準法上の制度である以上、正確には、「最低限の安

全性を確保するための最低限の制度」というべきである。

（２）中間検査の義務化と充実

　　　しかるに、「最低限の制度」が「任意」であってよいはずがない。

　　　現在、中間検査は、完了検査とは異なり法的に全ての建築物に義務付けられている

わけではないから、中間検査の実施について、さらに徹底させる必要がある。

　　　そのためには、検査の対象・範囲・内容等を各特定行政庁の裁量に委ねている現行

法を改正し、全国一律の最低限の制度として義務化すべきである。

　　　その際、いわゆる４号建築物を含む全ての建築物について義務化すべきである。

  　  また、今回のような構造安全性に関するチェック漏れを防ぐためには、基礎配筋段

階を特定工程に指定して、必須の検査対象とすべきである。

さらに、そもそも「確認申請図書との照合」を中心とする中間検査を実効あらしめ

るためには、建築確認時の申請図書として、平面図・立面図など数枚の図面だけで足

りるとされている現在の運用を改め、構造安全性に関する図面等、より詳細な設計図

書の添付を義務づけるなど、建築確認申請図書の充実を図るべきである。

（３）完了検査率１００％化

　　　平成１０年建築基準法改正による中間検査および指定確認検査機関制度の導入も

あって、完了検査の実施率は、飛躍的に上昇したと言われている。

　　　しかし、それでも尚、「最低の基準」であるはずの建築基準法が要求する「最低の

検査」が未だに１００％実施されていないということは、極めて由々しき問題である。

　　　「最低の基準」にすら適合しないような建築物はおよそ存在してはならないはずで

あり、そのような物件には社会経済的価値も認められるはずがない。

　　　したがって、不動産登記法を改正して完了検査の検査済証を保存登記申請書類の必
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要的付属書類の一つに加え、かつ、銀行実務においても検査済証を住宅ローン融資の

際の必要書類とするなど、不動産登記実務および銀行実務においても、完了検査の徹

底を図る手段を講じるべきである。

３　指定確認検査機関制度について

（１）民間開放の制度趣旨と問題点

　　　平成１０年改正建築基準法で導入された指定確認検査機関制度の創設すなわち建

築確認検査業務の民間開放の制度趣旨について、基本制度部会中間報告では、「当時、

行政だけでは十分な実施体制が確保できない状況の下で、官民の役割分担の見直しに

より的確で効率的な執行体制の創出が必要なことから、一定の審査能力を備えた公正

中立な民間機関（指定確認検査機関）も建築確認検査を行えることとし、行政は監督

処分、違反是正やまちづくり等、本来行政でしかできない事務にその能力を振り向け

る」ことに眼目があったとされている。

　　　すなわち、民間開放は、１）実施体制確保のためのマンパワーが足りないという「必

要性」に鑑みて、２）一定の審査能力、および、３）公正中立性という２つの要件を

満たすことを「許容性」として導入された制度であるというのである。

　　　この点、「必要性」に関しては、１）人材不足に対応した制度改革のあり方として、

例えば食の安全確保のための官吏である食品衛生監視員の人員不足を理由に検査の対

象や回数の実質的緩和を許した食品衛生法の改正に比べれば、住宅の安全確保の官吏

である建築主事の人員不足を検査対象や回数の緩和ではなく、検査主体の緩和（民間

活用）で解消しようとした建築基準法改正には一定の合理性が認められよう。

　　　問題は、「許容性」の要件である。

（２）審査能力の担保

　　　まず、２）「一定の審査能力」という要件に関して、現行の指定確認検査機関の検

査員は、「一級建築士で、建築行政又は確認検査業務等に関して２年以上の実務経験を

有するもの」で、建築基準適合判定資格者検定に通ったものとされている（建築基準

法５条３項）。

　　　しかし、「緊急調査委中間報告」によれば、「民間機関が確認した建築行為が第三者

からの通報により特定行政庁が改めて調査したところ、違反事実が発見されたという

事件」も発生しているという。

　　　このような事態に鑑みれば、日進月歩で進化する建築技術・知見に対応する審査能

力を維持させるためには、かかる検定のレベルを相当程度のものにするとともに、継

続的研修を義務づけ、資格更新制を導入するなど資質の向上・維持を図る対策が必要

である。

（３）公正中立性の担保
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　次に、そして最も重要な問題は、３）「公正中立性」の要件である。

　　現行の指定確認検査機関に関して、これを担保するのは、「（役員等）の構成が、確

認検査の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること」（建築基準

法７７条の２０第４号）といった極めて概括的な規定だけであり、基本制度部会中間

報告においても、「指定確認検査機関の公正中立性を確保するため、確認、検査に利害

がある設計、施工、不動産取引等の関係者の出資割合等が高くならないよう要件を強

化することが必要である」と指摘されているところである。

　しかし、この問題は、特定業者との資本関係に関する規制のみで解決しうる問題で

はない。もっと本質的かつ根源的な問題である。

　それは、緊急調査委中間報告が指摘するように、「民間機関は建築主からの圧力を受

けやすい立場にある」ことに鑑みての「民間機関が確認事務を適正に行うための動機

付け」の問題であり、「利潤追求を目的とする株式会社等において、株主への利益還元

及び顧客へのサービスの向上と、国民の利益の保護が、対立相反する場合が多々あり、

その場合に、国民の利益の保護に立った行動を当該機関がとるための行動規範の整備」

の問題である。

冒頭に述べたように、「安全な住宅に居住する権利」は人権であり、国家は住宅の安

全性を確保すべき保護義務を負っている。但し、ここに「安全な住宅」とは、そこに

住む者にとっての安全性だけではなく、地震や火災等が発生した時に倒壊したり延焼

を招いて隣戸を破壊したり、近隣住民の避難や緊急車両の通行を妨げたりしないとい

う意味で、公益的な安全性も確保されたものでなければならない。いくら安くても有

害な食品を作って売りさばく自由が認められないのと同様に、いくら安くても最低限

の安全性さえ備えていないような住宅を建てたり売ったりする自由は認められないの

である。どれだけ施主が強く希望したとしても木造４階建住宅を建てることは許され

ない。そこには、一定のパターナリスティックな制約に基づく、いわば自由国家的・

警察的規制が必要なのである。その意味で、およそ建築に携わる者には、ひとり住宅

所有者（注文者）のニーズに応えるばかりではなく、時にその意に反してでも、住宅

の安全性確保を優先すべき場合がある。

ところが、建築確認検査業務が民間開放され、市場原理に基づく競争原理にさらさ

れることになると、経済合理主義に基づく必然のベクトルとして、「安く」「早く」「緩

く」検査を通すよう「建築主からの圧力を受けやすい立場」になる。

かくて、民間機関は、安く早く上手く商売をこなす営利団体としての「株主への利

益還元および顧客へのサービスの向上」と、公益的な「最低限の安全性の確保」とい

う行政警察的役割による「国民の利益の保護」とが対立相反するジレンマに陥ること

になる。このことは、民間開放制度に内在する普遍的なジレンマであって、特定業者

との資本関係規制などでは到底解決しえない。
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チェックする者がチェックを受ける者に雇われるシステムでは公正なチェックは期

待できない。建築確認検査業務を全くの自由競争に委ねてしまえば、必然的に市場原

理が導入され、「安く早く緩く通す」業者が生き残ることとなり、その公正中立性は瓦

解することになる。

　したがって、真の民間開放は、民間の人材を活用しつつも、市場原理を排除する制

度として再構築されるべきである。

　そのためには、緊急調査委中間報告が示唆する「任期付任用制度の活用により、民

間で実務経験のある建築士を特定行政庁の確認審査事務に宛てる」制度や、日弁連が

提言している「住宅検査官（仮称）制度」を導入すべきである。

（４）特定行政庁と指定確認検査機関の関係

　　　平成１７年６月２４日最高裁決定を受けた横浜地裁判決は、指定確認検査機関によ

る違法な建築確認についての国家賠償法上の被告適格が特定行政庁にあると判示して

おり、特定行政庁には、指定確認検査機関に対する一定の監督責任と権限が認められ

るべきである。

　　　しかるに、現行法上、特定行政庁には、指定確認検査機関による「建築確認」が法

不適合の場合にこれを取り消す（正確には「失効」させる）権限こそあるが（建築基

準法６条の２第４項）、「完了検査」が法不適合の場合には違反建築物に対する措置命

令等（同法９条１項、７項）の権限のみで完了検査済証自体を取り消す（失効させる）

制度がなく、法の不備と言わざるを得ない。

　　　したがって、建築基準法７条の２を改正して、特定行政庁に、指定確認検査機関に

よる違法な完了検査の取消権限を与えるべきである。

（５）指定確認検査機関の保存文書

　　　指定確認検査機関の文書保存期間が５年間では短いという問題もあるが、それ以前

に、文書公開手続の問題がある。

　　　すなわち、特定行政庁が建築確認検査業務を行った場合には、建築確認申請書等の

一式が特定行政庁に保存されており、建売物件購入者などが概要書等の写しを確認し

たい場合には、情報公開条例等に基づいて入手することが可能であった。これに対し

て、手続指定確認検査機関は、行政ではなく一民間機関のため、情報公開条例等の適

用がなく、むしろ「依頼者のプライバシー」を理由に開示できない扱いとされている。

　　　しかし、行政ではできていたことが、民間開放されてできなくなったということで

は、制度的欠陥と言わざるを得ない。

　　　したがって、特定行政庁の監督権限を実効あらしめるためにも、指定確認検査機関

が扱った物件に関する建築確認申請書等の文書については、むしろ、全て特定行政庁

に提出させ、これを行政が一元管理するシステムにすべきである。
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４  建築士制度

（１）建築士制度の問題点

　　　今回の問題は、国民の生命・身体・財産を守る職能であるはずの建築士が、そのた

めに独占業務として与えられた職務である設計業務において、安全性能を無視した恣

意的なデータ操作を行ったことが出発点であった。

　　　しかし、建築士のモラル低下は今回に始まったことではない。

　　　最近発覚した大手ホテルチェーンによる完了検査後の違法改造工事問題にしても、

建築確認申請書類の作成名義人である建築士はホテルチェーンの関連会社の従業員で

あり、いわゆる監理放棄・名義貸・代願建築士であったものと思われる。このように、

国民の生命・身体・財産を守る職能であるはずの建築士が、そのために独占業務とし

て与えられた職務である工事監理業務を、こともあろうに監理される側である施工業

者からの下請業務として、あるいは、その従業員という立場で行っている実態は、早

急にメスを入れるべき喫緊の課題である。

　　　繰り返しになるが、いくら施主や施工会社が希望しても最低限の安全性さえ備えて

いないような住宅を建てたり売ったりする自由は認められないのであり、建築士が違

法建築を黙認することは許されない。建築士は、雇い主や施工業者の意に反してでも、

住宅の安全性確保を優先すべきなのである。

ところが、工事監理業務が雇い主や施工業者に従属して、市場原理に基づく競争原

理にさらされることになると、経済合理主義に基づく必然のベクトルとして、「安く」

「早く」「緩く」監理せよという「圧力を受けやすい立場」になる。

かくて、建築士は、安く早く上手く商売をこなす営利主体としての「雇い主や顧客

へのサービスの向上」と、公益的な「最低限の安全性の確保」という行政警察的役割

による「国民の利益の保護」とが対立相反するジレンマに陥ることになる。チェック

する者がチェックを受ける者に雇われるシステムでは厳正な監理など期待できないの

である。

（２）建築士制度に関する提言

この普遍的なジレンマを解決するには、少なくとも以下の点の改善を検討する必要

がある。

１）無資格者による建築士事務所の開設禁止

　　現行建築士法上、建築士事務所の開設者には建築士資格は要求されていない。建

築士を雇用して管理建築士として届け出さえすれば、誰でも建築士事務所を開設す

ることができるのである。管理建築士は、事務所が請け負う全ての設計・監理業務

を指導監督すべき立場にあるが、実際には非常勤や名義貸のケースもあり、かかる

制度は、無資格者による設計・監理業務を許す温床となっている。

　　かかる弊害を除去し、建築士の職能モラルを維持するためには、建築士ならざる
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者による事務所開設を禁止すべきである。これは、後述する併設事務所に対する規

制の意味も持つ。

　　したがって、現行建築士法を改正し、建築士資格を有する者しか建築士事務所を

開設できない制度にすべきである。

２）施工業者と監理建築士の完全分離の実現

　　工事内容をチェックすべき監理建築士が、チェックされる施工業者の下請として

雇われている関係においては、厳正な工事監理は到底期待できない。施工者が、自

ら併設している建築士事務所に自社物件を監理させる、いわゆる併設事務所の場合

も同様である。

　　したがって、厳正な工事監理実現のためには、施工業者と監理建築士との完全分

離が実現されなければならない。

　この点、大手ハウスメーカーなどに観られる「設計施工一貫」システムの是非が

問題となる。言うまでもなく、設計図書と施工内容の一致をチェックする工事監理

業務は、自ら設計した建築士が担う方が望ましい（設計監理一本化）。他方、設計施

工一貫システムにおいて、設計監理が一本化されれば、結局、設計・施工・監理が

全て一体化することとなり、施工と監理の完全分離が実現しなくなるのである。

　　　　しかし、翻って考えるに、「施工と監理の分離」は、住宅の安全確保のための「最

低の基準」たる建築基準法が採用した設計・施工・監理システムにおける不可欠の

絶対条件であり、「設計・監理の一本化」もまた、住宅の安全確保のために不可欠な

監理業務を実効あらしめるための手段として、いずれも人権としての「安全な住宅

に居住する権利」に資すると言える。これに対して、「設計施工一貫」は、畢竟、施

工を円滑にするための経済的理由に基づく便法にすぎず、住宅の安全性確保とは無

縁である。

　　　　そして、繰り返し述べてきたように、「安く早く」という施工者側の経済的要請

と、公益的な「最低限の安全性の確保」とが対立相反する場合には、後者が優先さ

れなければならない。

　　　　したがって、「設計施工一貫」システムは、できれば禁止されるべきであり、仮

に禁止されないとしても、これが採用される場合には施工者から独立した「第三者

監理」を必要とする「登録監理建築士制度（仮称）」の導入が検討されるべきである。

　　３）建築士団体の強制加入化

　　　　現在の建築士制度では、いったん資格を取得すれば永久的に設計や工事監理とい

った独占業務に従事することができるにも関わらず、建築士会等の団体への加入が

義務づけられていない。

　　　　そのため、職能としての倫理研修が徹底できないばかりでなく、不祥事を起こし

た者も処分前に退会すれば容易に懲戒処分を免れることができることから、職能団体
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としての懲戒処分制度が有名無実化している。

　　　　したがって、建築士法を改正して、建築士団体を強制加入化し、退会命令を含め

た懲戒権を付与することによって、自浄作用を促すべきである。

（３）市場淘汰論について

　　　建築生産システムを論じる際、「不適正な業務を行う業者は市場で淘汰される」と

言われることがある。

　　　しかし、かかる発想には、「当該業者の不適正業務によって、被害を被る者が発生

すること」に対する配慮が足りないように思われる。

　　　けだし、緊急調査委員会中間報告も指摘するように、「住宅は、ほとんんどの国民

にとって、一生に一度あるかないかの大きな買い物であるにもかかわらず、車や家電

製品のように事前に使用して性能をチェックすることができず」、今回は失敗したから

次は別の業者で、という買い直しがきかない性質のものなのである。不適正業者が淘

汰されるまでには、幾多の被害者が生まれ、その数、否、その家族の数だけの人生が

取り返しのつかない被害を被っているのである。安易な市場淘汰原理ではなく、事前

規制による可及的な被害防止こそが重要なのである。

５　瑕疵担保責任に関する保険制度

（１）現行制度の問題点

基本制度部会中間報告は、１）住宅の品質確保の促進に関する法律に基づく期間１

０年の瑕疵担保責任に関する売主等の瑕疵担保責任保険が任意で利用率が低いこと、

２）建築士事務所、指定確認検査機関についても瑕疵担保責任保険が義務づけられて

いないこと、３）これら任意の保険に加入していたとしても保険金限度額を超える損

害には対応できないこと、４）故意や重過失は免責され、保険ではカバーされないこ

と等の問題点は指摘しつつも、これらの課題に対応した具体的な施策の提案がなされ

ていない。

この点、緊急調査委中間報告も「保険制度の活用によるリスク回避等の仕組みを確

立することが必要である」という抽象的な指摘にとどまっている。

（２）フランスの二重保険制度

　　　例えば、フランスにおいては、住宅生産者が法律上負う責任を担保する保険（責任

保険）と、所有者が責任の所在を問わずに瑕疵を修繕するための損害保険（物保険）

という二重の保険があり、いずれも加入が義務付けられているという。

　　　したがって、欠陥住宅の被害者は、業者の責任を立証することなく物保険によって

自動的に損害の補填を受けることができ、保険金を支払った物保険の保険会社は、有

責業者に対する求償権を行使して、当該業者が加入している責任保険の保険会社から

求償を受けることになる。物保険による迅速な損害補填がなされ、かつ、業者の故意・
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重過失が免責事由とならない点で被害救済に非常に有益な制度である。

（３）カナダの保険インスペクター制度

カナダでは、保険に入らないと入居許可が下りないため保険加入が事実上強制され

ている上、行政インスペクター検査およびプロのエンジニア検査に加えて、保険会社

のインスペクター検査による３重のチェックが実施されるシステムとなっているとい

う。しかも、保険会社のインスペクターには工事中止権限まで認められているという。

翻って、最もリスクを負う者こそが最も厳しい検査をするはずであり、その意味で

は、かかる保険会社による検査制度の導入も大いに検討に値する。

なお、この点、アメリカのように住宅ローンの担保を当該物件の物的担保価値に限

定するノンリコースローンが導入されるならば、銀行もまた、リスクヘッジのために

検査の厳格化を推進する圧力になるであろう。

（４）保険制度に関連する提言

　　　これら各国の制度を参考にして、以下の制度の導入を検討すべきである。

１）フランスと同様に二重の保険制度を創設し、建物の設計・施工・監理、販売等に

関わった業者全てに責任保険の加入、住宅取得者に物保険の加入を義務づける。な

お、後者に関しては、住宅保証機構による住宅性能保証のような保証制度でよい。

２）物保険の保険会社（保証会社）によるインスペクター制度として、工事差止権限

を含む検査権限を与える。

３）住宅ローンをノンリコースローンに限定し、与信審査としての安全性検査の厳格

化を図る。

６　住宅安全基本法（仮称）の制定

（１）「基本法」と住宅の安全

　　　いわゆる「基本法」とは、ある分野・問題についての基本的な考え方や施策のあり

方を定める法律であり、憲法上の人権を行政の施策や私人間の関係に具体化する橋渡

しの役割をも果たすものである。

　　これまでに消費者基本法、障害者基本法、土地基本法、環境基本法、食品安全基本

法など数十に及ぶ基本法が制定されてきたが、「住宅の安全」に関する基本法は存在し

ない。この点、現在、「住宅建設計画法」をベースにした「住宅基本法」（仮称）制定

の動きもあるようだが、専ら住宅ストックの充実や街づくり等に主眼をおいており、

到底、「住宅の安全」に関する基本法とは言えない。

（２）住宅安全基本法の内容

　そこで、以下の内容を有する「住宅安全基本法」（仮称）が制定されるべきである。

１）「安全な住宅に居住する権利」が基本的人権であることを宣言し、その擁護と増

進に関する総合的な施策の推進されるべきであることを基本理念に掲げる。
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２）かかる基本理念実現のための国・地方公共団体・事業者の責務を定める。

３）住宅に関する安全基準を策定する住宅安全委員会の設置等を含む基本施策を明示

する。

７　既存不適格建築物に対する耐震改修の促進

（１）耐震改修促進法等の問題点

　　　現行の「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下、耐震改修促進法という）

は、法の対象となる建物がホテル等の特定建築物に限られており、しかも、対象者の

努力義務が定められているにすぎない。そこには、私財たる住宅の耐震改修は原則と

して自己責任の問題であるという発想が、ほの見える。

　　　また，全国の多くの自治体が耐震診断・耐震改修への支援制度を設けているにもか

かわらず、個人住宅の耐震診断・耐震改修は全くと言ってよいほど進んでいない。そ

の原因の一つに、「安全率１．０のドグマ」、すなわち、公的補助の条件として改修後

は現行建築基準法の地盤・壁量・偏心等々に関する全ての基準を１００％満たす必要

があることが挙げられる。

　　　既存不適格建築物は、まさに「安全な住宅を確保する権利」の実現を阻む建築生産

システムに起因する「鬼っ子」となっている。

（２）構造計算書偽装問題と自己責任論

　　　ところで、今回の構造計算書偽装問題の被害住民に対する救済策に関して、公的資

金を投入することに対しては、「震災等自然災害の被害者に対する自己責任論とのバ

ランス」を問題視する声もあった。

　　　しかし、自然災害の全てが不可抗力なのではない。その際、防ぎえたはずの被害を

防がなかった者がいたのなら、それは人災であり、当然、過失責任を問われよう。

　　　「安全な住宅を確保する権利」の実現を阻むような建築生産システムが放置されて

いたのなら、国家の保護義務違反であり、過失があれば責任を負うのは当然である。

　　　また、今回、構造計算書偽装マンションの住民だけではなく、その近隣住民の不安

がクローズアップされたことからも明らかなように、耐震性のない住宅は隣家を圧壊

したり、道路をふさいで緊急車両の通行を妨げて被害を拡大させる。

　　　すなわち、危険な住宅の改修は、自己責任論では済まされない問題なのである。

（３）耐震改修促進の必要性

　　　とすれば、既存不適格建築物を黙認する現在のシステムは、大いに問題である。

　　　したがって、これらに対する耐震改修促進のため、以下の施策を採るべきである。

　　１）必ずしも安全率１．０に満たなくても一定の補助金交付を認めるなど、柔軟かつ

積極的な補助を実施すべきである。

２）リフォーム工事の際に積極的に耐震改修を誘導する措置をとり、リフォーム部分
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についても耐震改修を条件に一定程度補助を認める。

３）増改築やリフォームを含む耐震改修は防災の観点から公共の役に立っているのだ

から、むしろ固定資産税を減じるという施策を考えるべきである。

４）既存不適格建築物を許す法令の改正

　さらに、既存不適格建築物を許している現行建築基準法３条２項を改正して、厳

しい耐震基準を遡及適用するものとすることも可能である（現に 1974 年建築基準

法改正案では遡及適用条項が盛り込まれていたが，1976年改正時にはそのような条

項は削除され，現行の３条２項の適用除外条項が残った経過がある）。

　仮に一挙にそのような制度に至るのが困難でも、例えば自動車検査制度に類似し

た制度を導入することも考慮されるべきである。

以　上

 


